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匝 画 の 概 要 ・
推 進 状 況

（2）芸 術 文 化 の環 境 整 備

◎　 一 定 の 要 件 を満 た す 専 修 学 校 の 設 置 を 主 た る 目的 とす る 準 学 校 法 人 等 へ

．の税 制 上 の 優 遇 措 置 （5－ 6 ．年 度 ）

一 定 の 要 件 を満 た す 専 修 学 校 の 設 置 を 主 た る 目的 とす る準 学 校 法 人 等 が 、
税 制 上 の 優 遇 措 置 を受 け ら れ る よ う、 平 成 5 年 度 の 税 制 改 正 に お い て特 定

公 益 増 進 法 人 に追 加 。 さ ら に 、 平 成 6 年 度 に お い て 、 上 記 準 学 校 法 人 等 に

相 続 財 産 を 贈 与 した 場 合 の 相 柿 酢 こ係 る非 課 税 措 置 が 調 ぜ ら れ る こ と と な

っ た 。

○　 文 化 政 策 推 進 会 議 （文 化 庁 長 官 の 懇 談 会 ） 「文 化 政 策 推 進 会 議 事 議 状 況

に つ い て 」 報 告 （4．6．19）

① 芸 術 家 の 人 材 養 成 、 ② 芸 術 創 造 活 動 の 場 の 整 備 ・確 保 、 ③ 生 活 文 化 の 環

境 づ く り、 の た め に 取 られ るべ き 諸 方 策 に つ い て 報 告 。

◎　 第 二 国 立 劇 場 （仮 称 ） の 整 備 の 推 進 （4年 度 － ）

‘ オ ペ ラ 、 ．バ レ エ 、 ミュ ー ジカ ル 等 の 現 代 舞 台 芸 術 の 一 層 の 振 興 及 び 普 及 を
図 る た め に 、 平 成 4 年 8 月 、 第 二 国 立 劇 場 （仮 称 ） の 建 設 に 着 手 。 ま た 、

開 場 に 向 け て の 諸 準 備 を 進 め る。

トJ
I

平 成 4 年 度 予 算　　　　 3，印 百 万 円

平 成 5 年 度 予 算　　　　 3，78 3百 万 円

平 成 6 年 度 予 算　　　　 3，87 4百 万 円

○　 芸 術 文 化 活 動 支 援 専 門 官 の 設 置 （4．10 ）

企 業 等 民 間 に よ る芸 術 文 化 活 動 へ の 支 援 促 進 に 関 す る施 策 等 の 企 画 ・立 案

及 び調 査 研 究 等 を行 う た め 1 平 成 4 年 10月 、 文 化 庁 に芸 術 文 化 活 動 支 援 専

門 官 を設 置 。

●　 芸 術 文 化 課 及 び地 域 文 化 振 興 課 の 設 置 （6．7 ．1）

．芸 術 そ の 他 の 文 化 に 係 る 施 策 を一 体 的 に推 進 す る と と も に 、 地 域 に お け る

文 化 の 振 興 の た め の 体 制 を 整 備 す る た め 、 平 成 6 年 7 月 、 文 化 庁 の 文 化 普

及 課 及 び 芸 術 課 を廃 止 して 新 た に 芸 術 文 化 課 及 び 地 域 文 化 振 興 課 を設 置 。

0 ． 地 域 伝 統 芸 能 等 を活 用 し た 行 事 の 実 施 に よ る観 光 及 び 特 定 地 域 商 工 業 の

振 興 に 関 す る法 律 の 制 定 （4．9．2 5 施 行 ）．

（ 第 7 牽 第 2 節 1 ． （2） 参 照 ）
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事項 計画の概要 ‘ 推進状況

2．余暇環境の整備 （1）余暇長期化に対応した施設等の整備の ○　 バカンス自然村整備推進プロジェクト（5年度）

’促進

r

（3）多様な余暇活動に対応 した施設の整備

組合保養地域整備研究会報告（5．2．8）を受け、リゾートの多様化、小規模
リゾートの需要等の調査研究のため、国内外の事例の調査、国際シンポジ
ウムの開催等を行う。
平成 5年度予算　　 35百万円 （調査費）

◎ 「山村で休暇を」‘特別対策の実施（5年度－）
都市住民等の山村における滞在型余暇活動を促進し、山村地域の活性化を
図るため、豊かな森林を活かした滞在利用空間等の整備等に関する基本計
画を策定し、これに基づき都市住民等の滞在 ・体験のための森林空間の整
偶、都市と山村の交流の基盤となる施設等の整備を実施
平成 5年度予算　　　 1，147百万円
平成6年度予算　　　　 2，330百万円

、◎　 パークボランティア活動の推進（4年度－）
等 国立公園の利用者に対する自然解説等の業務に協力するパークボランティ

ア活動の推進を図るため、活動費の支援を行う。
平成4年度予算 ‾　　　 5百万円
平成5年度予算　　　　 6百万円
平成 6年度予算　　　　 6百万円

◎　 パークボランティアの育成を図るため研修やマエユアルの作成を行う
（5年度－）
平成 5年度予算　　　　 5百万円
平成6年度予算　　　　 5百万円

○　 都市計画中央等議会答申 （4．12．9）
経済社会の変化を踏まえた都市公園制度をはじめとする都市の緑とオープ
ンスペースの整備と管理の方策はいかにあるべきかについて答申を行った・

0

○　 吉野ヶ里遺跡の保存及び活用を図るための都市公園の設置
（4．10．27 閣議決定）

我が国固有の優れた文化的資産である吉野ヶ里遺跡の保存及び活用を図る
ため国営吉野ヶ里歴史公園を設置する。

■■・・・・・い・一、－‥‾一°、－、r
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事項 計画の概要 推進状況・

第3節　誰もが社会参加でき 男女共同参画型の社会の実現等

◎　臨海部再開発促進事業の推進（5年度－）

（第9章第3節2．（3）参照）

O　 「都市公園法施行令の一部を改正する政令」（5．臥30公布・施行）
改正の概要（主なもの）
①住民1人当たりの都市公園の敷地面積の標準を引き上げる。
②地方公共団体が設置する都市公園の配置及び規模の基準を変更する。
③公園施設についてゲートボール場、野鳥観察所等を追加する。
④都市公園に設ける施設について建ペい率の定めを変更する。
⑤街区公園（児童公園）内に設けることとされていた施設の義務づけの廃
止。

○　社会体育指導者の知識・技能審査事業の追加認定
文部大臣認定の社会体育指導者の知識・技能審査事業についてJ′5年度新
たに6種目認定（5．4．1及び5．10．1、5．10．1現在65種目）。うち2つは「少
年スポーツ指導者」及び「レクリエーションに関する指導者」の区分を新
設し、－関係団体に通知したもの（4．8．12）。

0　生涯学習等議会「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策につ
る環境の整備 いて」答申（4．7．29）．

（第4章第2節1．（1）参照）

O　 「今後の婦人問題企画推進本部機構の在り方について」の提出（5．5．11）
今後の婦人問題推進本部機構に期待される職能の在り方、制度上の仕組み
及び法的整備等について、推進体制の強化等を提言。

O　 「男女共同参画型社会づく・りに関する推進体制の整備についで」の決定
（5．7．14婦人問題企画推進本部決定）
男女が自らの主体的な選択に基づき、家腰や社会等のあらゆる分野におけ
る活動に平等に参画する機会が確保される社会を形成するため、現行本部
の男女共同参画型社会づくり推進本部への改組等、男女共同参画型社会づ
くりに関する推進体制の整備を決定。



●

事項 計画の概要 推進状況

●　 男女共同参画社会づくりに関する推進体制の整備（6年度）
・男女共同参画社会の形成に関する基本的かつ総合的な事項について調査等
議等を行う男女共同参画審議会を総理府に置くとともに、男女共同参画社
会の形成の促進に関する事務の連絡等を行う男女共同参画室を内閣総理大
臣官房に設置。

○　 婦人少年問題審議会建議 「女性の職業能力発揮のための社会制度等の鬼
直しについて」 （5．7．22）
婦人少年問題審議会は、大蔵大臣、厚生大臣、労働大臣及び自治大臣に対
し、女性を社会の基幹的労働力として位置付けるという観点に立って、社
仝制度等の枠組みの見直しについて速やかに検討を進めるよう建議を行っ
た．．0

●　 高齢者の社会参加促進に関する特別調査研究の実施（6年度－）
高齢者の生涯学習を通じた社会参加活動を促進するための振興方策に関す
る調査研究、高齢者の社会参加活動の取組みの紹介、社会参加活動を振興
する上での諸問題について意見交換を行うフォーラムの実施。
平成 8年度予算　　　 ・11百万円

O 「経済審議会労働環境検討委員会」報告（5．10．1）
女性や高齢者の労働市場への参加のための環境整備について具体的に検討
を行い、女性については社会制度等が既婚女性の就労を阻害しないよう、
既婚女性の就労実態を踏まえつつより一層の検討が進められることが望ま
しいと提言した。高齢者については、高齢者の就労ィ．ンセンティプから考
えると、一貸金の増加に伴いこれに年金支給額を加えた総収入がなだらかに
増加していく・仕組みの年金制度が望ましい等提言した。その他、労働時間
短縮の経済への影響や今後の終身雇用制 ・年功資金の動向について検討を
行った。

【、‾†‘．’、．‾ 一．1’’一一‾川へ，‾‘｛．‘い－1－‾‾‘’‘．‾’1
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事項 計画の概要 推進状祝

1 ．女性が能力 を発揮 しやす （1）男女雇用機会均等法 の定着

（2）労働基準法の女子保護規定の具体的検

O 「第 2 次女子労働者福 祉対策基本方針」の策定（4．6．1策定）
い環境の整備 「男女雇用機会均等法」 に基づ き、女子労働者 の福祉の増進 を図 るための

施策 につt†て、平成 4 年度か ら 8 年度までの基本的 な方向 を示 した。

●　 男女雇用機会均等法 に基づ く 「事業主が講ず るように努 め るべ き糟訂 こ
ついての指針」の改正 （6．3．11告示、軋4．1 適用 ）
募集 ・採用、l配置、昇進 にかか る 「事業主が講ず るように努 め るべ き措置
」について、一部規定 を追加 。

● 1女子労働基準規則の改正 （6．3．11告示」臥4．1 施行）
討

I

女性 の就業分野の拡大 という観点か ら、労働基準法の時間外労働、深夜業
等に係 る女子保護規定 につ いて、一部規制 を解除。



事項 計画の概要 推進状況

（3）育児休業制度の定着等 ○　 婦人少年問題審議会 「育児休業取得者に対する経済的援助のあり方につ
いて」建議 （5．9．27）
婦人少年問題審議会は労働大臣に対し、育児休業取得者に対する経済的援
助については雇用保険制度において措置されることが、当面現実的かつ適
当との内容の建議を行った。

◎　 特定中小企業事業主育児休業奨励金 （4年度－）
平成7年3 月まで育児休業法の適用が猶予されている常時30人以下の労働
者を雇用する事業所についても、早期に育児休業制度が導入、実施される
ことが重要であることから、猶予期間内に制度を導入する事業主に対して
、 「特定中小企業事業主育児休業奨励金」を支給する。
平成4年度予算　　　 2瀾 7 百万円
平成5年度予算　　　 3，286 百万円
平成6年度予算　　　 2，685 百万円

◎　 育児休業者職場復帰プログラム実施奨励金 （4年度－．）
育児休業法の趣旨を踏まえ、育児休業後の労働者の円滑な職場復帰を図る
ために、育児休業者職場復帰プログラムを計画的に講ずる事業主に対 して
奨励金を支治する。
平成 4年度予算　　　 1，855百万円
平成5年度予算　　　　 2，897百万円
平成 6年度予算　　　　 2，237百万円

◎　 事業所内託児施設助成金
平成5年度より、事業所内託児施設を新たに設置し、運営を開始する事業
主及び事業主団体等に対し、 「事業所内託児施設助成金」を支給し、・託児
施設の設置促進を図る。
平成5年度予算　　　　 509 百万円
平成6年度予算　　　　 933 百万円

●　 「雇用保険法等の一部を改正する法律案」の提出
・育児休業給付制度 目歳末満の子を養育するため育児休業を取得した雇用
保険の被保険者に対し、育児休業取得前の貸金額に25％を乗じた額を支給
）の創設等を内容とする、置用保険法改正案を第 129回国会に提出。
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事項 計画の概要 推進状況

介護休業制度の普及促進

保育サービスの充実

（4）パートタイム労働者対策の充実

◎　 介護休業制度等の普及促進
平成 4年7月に策定した 「介護休業制度等に関するガイドラインJ に沿っ
た介護休業制度等の導入促進を図るため、シンポジウムや普及使用者会議
を開催するはか、制度導入を検討 している企業の人事労務担当者を中心に
介護休業制度等導入研究会を開催。また、平成6年度より中小企業への制
度の普及を進めるため、・中小企業集団における仕事と介護支援 トータルプ
ラン事業を実施する予定。
平成4年度予算　　　 30百万円
平成5年度予算　　　 39百万円
平成6年度予算　　　 214百万円

◎　 育児休業に伴う保育所への年度途中での円滑な受入れを図るための措置
育児休業制度の普及に伴い、保育所への年度途中での入所が従来にも増し
て増加することが予想されることから、保育所への年度途中での円滑な受
入れ等を図るため、保育所における円滑な受入れ体制を整備するための補
助制度の創設等の措置を講じた。なお1 平成 6年度において単独事業化。
平成4年度予算　　　 1，856 百万円 （地域保育セけ偏動事業）の内数
平成 5年度予算　　　 2，175 百万円 （地域保育セント活動事業）の内数
平成6年度予算　　　　 449 百万円

◎　 時間延長型保育サービス事業の実施
就労と育児の両立支援を総合的に推し進めるため、保育時間の延長に係る
現行の施策 （延長保育、長時間保育サービス事業）を見直し、延長時間に
対応 した保母を配置することにより保育時間の延長の体制を強化する。
平成4年度予算 ・　 1，375 百万円
平成5年度予算　　　 1，384 百万円
平成6年度予算　　　 5，265 百万円

O 「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」の成立（5．6．18 公布
、法律第76号）、施行
パートタイム労働対策を総合的に推進するため、平成 5年6月に成立し、
12月 1 日から施行された （ただし、短時間労働援助センターに関する部分
は平成6年4月 1 日施行）。また、法律に基づいて 「事業主が講ずべき短
時間労働者の雇用管理の改善等のための措置に関する指針」が12月1 日に
告示された。

11



● ●

l

ヰゝ

00

1

事項 計画の概要 推進状況

2．高齢者の社会参加の促進 （1）高齢者の働きやすい環境の整備

●1 短時間労働援助センタ†の雇用改善等援助事業の実施
「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」．（5．6 法律第76号）に基
づいて指定される 「短時間労働援助センター」－において、以下の事業等を
行うこととする。
・パートタイム労働者の雇用管理の改善等に関する助成金の創設 （中小企

・業短時間労働者雇用管理改善等助成金 （仮称）の創設及び事業主団体短時
問労働者雇用管理改善等助成金 （仮称）の創設）
・パートタイム労働者に係る情報提供、相談援助事業の推進
・短時間雇用管理者等に対する研修の実施
平成 6年度予算・‾　　　 3，072 百万円

○　 継続雇用移行準備奨励金の創設（4年度－ 5年度）
定年到達者等に対し、定年時にその後の継続雇用に向けた準備期間を与え
る事業主に対し助成を実施。．
平成 4年度予算 1，017 百万円
平成 5年度予算 1，017 百万円

◎　 65歳継続雇用地域推進事業の推進（5年度－）
地域レベルでの65歳継続雇用を中心とした高齢者雇用の促進を図るため、

空曹慧義幸忘墨望浩票鮨慧鮎も遣盟主与詣童甥謂鑑
補助を行う。
平成 5年度予算　　 1，039 百万円
平成 6年度予算　　 1，055 百万円

○　 高年齢者多数雇用特別奨励金の創設（5年度）
高年齢者多数雇用奨励金の支給対象となりうる事業主であって高年齢者の
ための施設 ・設備改善等を行い、高年齢者の雇用数を増加させた事業主に
対し、助成を実施。
平成 5年度予算　　 1，847 百万円

◎　 高齢者の社会進出を促進するための環境整備についての検討（5年度－）
高齢化社会に適合した産業政策等のあり方を明らかにするとともに、高齢
者の社会進出を促進するための環境整備について方策を検討。
平成5年度予算　　　 34百万円
平成6年度予算 ．　　 33百万円
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壷項 計画の概要 推進状況

（3）各種制度の就業インセンティブの観点

●　高齢期就業準備奨励金の創設
在職中の中高年齢者に対して、高齢期の職業生活設計に向けた準備を行う
ための有給休暇を与える制度を創設した事業主に対し、助成を実施。
平成6年度予算　　　　 755百万円

●　高年齢者雇用環境整備奨励金の創設
高年齢者のための施設・設備の改善等を行う事業主に対し、助成を実施。
平成6年度予算　　　 2，417百万円　－

●　高齢期における雇用就業を支援するための事業の創設
在職中の中高年齢者が早い段階から、高齢期においても希望と能力に応じ
て多様な働きかたを選択し、その実現に向けて必要なキャリア・技能の向
上を図るための一貫した職業生活設計に関する相談・援助等の支援を行う
事業を実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ノ
平成6年度予算　　　　 843百万円

● 「高年齢畠等の雇用の安定等に関する法律」の一部改正
企業における65歳に達するまでの雇用機会の確保を図るとともに、高年齢
者がその希望に応じた多様な形態により働くことができるようにするため
、高年齢者雇用安定法の改正を行った。

●　「雇用保険法等の一部を改正する法律案」の提出
高年齢雇用継続給付制度（60歳時点に比して貸金額が15％を超えて低下し
た状態で雇用を継続する60歳以上65歳未満の雇用保険の被保険者に対し、
60歳以降支払われた貸金額に原則25％を乗じた額を支給）の創設等を内容
とする、雇用保険法改正案を第129回国会に提出。

○　年金審議会が「国民年金・厚生年金保険制度改正に関する意見」‘の取り
からの見直し まとめ（5．10．12）’

（第4章第4節1．（7）参照）

○　年金制度の改正（6．3．18閣議決定、国会提出）
（第4章第4節1．（年金制度の改革）参照）

●




